Affaire relative à la licéité de l'emploi de la force, Exceptions préliminaires, Arrêt du 15 décembre 2004. by Tamada, D.

















の193n年の ｢調停 ･司法的解決 ･仲裁条約｣(以下 ｢1930年条約｣)第4条が追加請求され
ている2)｡なお新ユーゴは提訴と同時に仮保全措置を申請したが,99年6月2日,裁判所は
この請求を棄却し3),さらにアメリカとスペインに関する事件については管轄権の明白な欠
如を理由に事件を打切 り,総件名簿から削除した4) (判決 1-8項)0
その後,2000年7月5日に被告ベルキーは管轄権と受理可能性に関する先決的抗弁を提
起したOなお,原告 ｢新ユーゴ｣は2003年2月4日の新憲法発布に伴い ｢セルビア ･モン
1)詳細は本判決22-23項参照｡cf.MemoiredelaYougoslavie,para5.


































































































































の ｢現行諸条約｣という文言は,判例上 ｢提訴時に有効な｣条約と解されている (ロカビ-






























223 国際司法裁判所 武力行使の合法仕事什 (先決的抗弁判決 2004年12月15日)
_Lヴァ副所長,ギョ-ん ヒキンズ, コイマンス.アル ･-サウネ,バ-ゲンサ -ール,エ
ララヒ判事).flI召(コロマ判事).個別意見(ヒキンズ判事),個別意見(コイマンス判事),





｢93年仮命令(卦｣ シェノサイト条約通用事件 ･箭二次仮保全命令 (1993年9月13日1
｢96年抗弁判決｣:ジュノサイド条約適用事什 ･先決的抗弁判決 (1996年 7月11日)

















































































































































































































































































































































































時の管轄権基礎の欠如が事後的に治癒される叶能性を念頭において･宣言が ｢当初無利 である 二
以上,戦痕は治癒されないという主張である0



























































































































岡 法 (55- 1)210
則47条)の2つを生ぜ しめることになった (判決17項)62)｡
まず第1に,特任判事に関しては,仮保全措置段階では各被告同にそれぞれ特任判事の


































209 匡順を司法裁判所 武力行使の合法性事件 (先決的抗弁判決 2OO4年12月15口)
ン久,イタリア),第3頬理:J(選択条項受諾宣言寄託国,イギリス,ポル トガル,カナダ)
の3つである67)o
67)SeparateOpinionofJudgeKreea,para.75.なお,この3類型-の分割併合は原告自身か申
述書の中で代替主張として提示していたものであった｡MernoiredelaYouguslavie.para.ll
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